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令和５年度補正予算の概要（令和５年６月） 

 

１　概要 

６月の補正予算は、国の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用し

て行う、原油価格・物価高騰の影響を受ける市内事業者等への支援のほか、介護施設の

整備に対する補助金やマイナンバーカードの交付に係る経費の増額などについて、必要

な予算措置を行う。 

 

２　一般会計補正予算 

（１）予算規模 

 

 

 

（２）補正予算の主な事業 

 

 ① 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業　307,717 千円  

【事業内容】 

　　〇原油価格・物価高騰対応交通事業者支援事業費（環境課）　　　　　　12,838 千円 

　　　　物価高騰の影響を受ける公共交通事業者への支援金 

　　　〇原油価格・物価高騰対応障がい者福祉事業者支援事業費（福祉課）　　12,430 千円 

　　　　物価高騰の影響を受ける障がい者施設等への支援金 

　　　〇原油価格・物価高騰対応高齢者福祉事業者支援事業費（高齢介護課）　46,270 千円 

　　　　物価高騰の影響を受ける高齢者施設等への支援金 

　　　〇原油価格・物価高騰対応廃棄物収集運搬事業者支援事業費（環境課）　16,530 千円 

　　　　物価高騰の影響を受ける一般廃棄物収集運搬許可事業者への支援金 

　　　〇原油価格・物価高騰対応農業者支援事業費（農林課）　　　　　　　　17,676 千円 

　　　　物価高騰の影響を受ける農業者への支援金等 

 

 
補正前の額：47,966,546 千円　　補正額：742,424 千円　　計：48,708,970 千円

 歳　入　の　補　正 歳　出　の　補　正
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教育費
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356,690 
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300 

552 

 計 742,424 計 742,424
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　　　〇原油価格・物価高騰対応企業支援事業費（商工課）　　　　　　　　 198,523 千円 

　　　　物価高騰等の影響を受ける事業者への、県の制度等による３年間実質無利子の融資

に係る５年目の利子相当額の支援金 

〇私立保育園運営費（子育て支援課）　　　　　　　　　　　　　　　　2,430 千円 

　　　〇認定こども園運営費（子育て支援課）　　　　　　　　　　　　　　　　720 千円 

　　　〇私立幼稚園運営費（子育て支援課）　　　　　　　　　　　　　　　　　300 千円 

　　　　物価高騰の影響を受ける私立保育園等への支援金 

 

 ② コミュニティ支援事業費（地域経営課）　6,000 千円  

【事業内容】 

　　一般財団法人自治総合センターのコミュニティ助成事業助成金を活用し、自治会が行

うコミュニティ活動に必要な備品の整備に対し補助する。 

【補正の内訳】 

　　コミュニティ助成事業助成金　　　6,000 千円 

 

 ③ 戸籍住民基本台帳費（市民窓口課）　24,715 千円  

【事業内容】 

国のマイナンバーカード交付事務費補助金を活用し、マイナポイントの申込期限が令

和５年９月末まで延長されたこと等に伴う、マイナンバーカードの交付事務に係る経費

について増額する。 

【補正の内訳】 

　　印刷製本費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 170 千円 

　　通信料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 6,516 千円 

　　マイナンバーカード交付事務等補助業務委託料　　　18,019 千円　ほか 

 

 ④ 高齢者福祉施設建設費（高齢介護課）　202,953 千円  

【事業内容】 

県の介護基盤整備事業費補助金を活用し、介護サービス事業者が行う地域密着型サー

ビス施設の整備及び開設準備に要する経費を補助する。 

【補正の内訳】 

介護基盤整備事業費補助金　　　202,953 千円 

 

 ⑤ 〔生活保護総務費〕一般経費（福祉課）　3,687 千円  

【事業内容】 

国の生活保護適正実施推進事業補助金を活用し、令和５年 10月の生活扶助基準額の見

直し及び被保護者調査に関する調査項目の追加等に対応するため、生活保護システムの

改修を行う。 

【補正の内訳】 

業務システム開発等委託料　　　3,687 千円 


